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第４章 組織・運営 

   

第１節 組織 

 

１ 委員会 

 

(1) 委員 

当委員会は、公・労・使各側13名の委員で構成されており、会

長１名と会長代理２名を置いている（令和４年12月31日現在。巻

末委員名簿参照）。 

(2) あっせん員候補者 

当委員会は、労働争議の解決に援助を与えるため、あっせん員

候補者を次の基準によって委嘱している。すなわち、①現に委員

の職にある者及び退任後１年以内の者、②事務局職員のうち管理

職員全員及び審査調整課課長代理（調整担当）の職にある者並び

に事務局職員としてあっせん員候補者に委嘱されたことのある再

任用の職員、③現に東京都産業労働局雇用就業部長、同部労働環

境課長、同部連絡調整担当課長、労働相談情報センター所長及び

各労働相談情報センター事務所長の職にある者である（巻末あっ

せん員候補者名簿）。 

(3) 特別調整委員 

当委員会は、特別調整委員は置いていない。 

 

２ 事務局 

 

当委員会では、その事務を整理するため、事務局が設置されてい

る。 

その組織は、当委員会の創設以来、いくたびか改変されてきたが、

現在の組織は平成28年４月１日付けで改正されたもので、以下のと

おりである。 

なお、令和４年12月31日現在の職員定数は38名である。 

 

 

 

 

 

第２節 運営 

 

１ 内部会議 

 

(1) 総会 

委員全員からなる会議で、原則として毎月第１・３火曜日に、

定例的に開催している。令和４年は24回開催し、これにより昭和

21年３月７日の第１回総会から数えて、年内に1,899回を迎えた。 

(2) 公益委員会議 

労働組合法第24条の２第２項及び第３項の規定によって、公益

委員だけで行う会議であり、当委員会では委員の申合せにより、

原則として定例総会の日に、総会に先立って開催することとして

審査調整課 

＜審査調整法務担当課長＞ 

 

課長代理（議事調査担当） 

＜法務専門課長＞ 

 

総 務 課 

課長代理（経理担当） 

課長代理（秘書担当） 

課長代理（庶務担当） 

事 務 局 

課長代理（審査主監担当） 

課長代理（審査担当） 

調整担当課長 課長代理（調整担当） 
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いる。令和４年には24回開催し、昭和24年７月16日の第１回公益

委員会議から数えて、年内に1,807回を迎えた。 

２ 連絡協議会及び連絡会議 

令和４年に開催された連絡協議会及び連絡会議の概要は以下のと

おりである。 

 

(1) 全国労働委員会関係 

ア 第77回全国労働委員会連絡協議会総会 

（11月17日～18日・国立オリンピック記念青少年総合センター） 

議題１ 労働委員会の広報活動について 

議題２ 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会の中間報

告について 

議題３ 労働施策総合推進法の全面施行を踏まえた、労働委

員会におけるパワーハラスメントに係るあっせん事件

への対応について 

講 演 労働紛争の多様性と労働委員会の新たな役割 

講師：前中央労働委員会会長 山川隆一氏 

 

イ 全国労働委員会公益委員連絡会議 

（11月17日・国立オリンピック記念青少年総合センター） 

議題１ 民事裁判のＩＴ化 

議題２ 山形大学事件最高裁判決 

 

ウ 全国労働委員会事務局調整主管課長会議（11月29日・中労委） 

議題１ 調整業務の運営について 

議題２ 都道府県労働委員会事務局からの事例報告 

議題３ 都道府県労働委員会事務局からの業務報告 

 

エ 全国労働委員会事務局審査主管課長会議（11月28日・中労委） 

議題１ 資格審査における「全国的規模をもつ労働組合」の

判断基準について 

議題２ 審査人材の確保・育成について 

議題３ ウェブ会議による調査について 

(2) 14都道府県労働委員会関係 

ア 14都道府県労働委員会公益委員会議 

（文書による議決・大阪府） 

議題１ 審査事件における立会団交の実施状況について 

議題２ 審査事件の和解について 

 

イ 14都道府県労働委員会使用者委員会議 

（7月7日・京都府） 

討議テーマ１ あっせんを繰り返し申し出る人物への対

応について 

討議テーマ２ あっせんにおける労働委員会の中立性を

踏まえた事業主への対応について 

講演 ウィズコロナ時代における人事管理の法的課題 

講師：同志社大学法学部法学研究科教授 土田道夫氏 

 

ウ 14都道府県労働委員会事務局長連絡会議 

（文書による議決・埼玉県） 

議題１ 労働組合資格審査の課題について 

議題２ 全国的規模をもつ労働組合の資格審査について 

議題３ 外国人等への通訳人に係る予算措置状況について 

 

(3) 関東ブロック労働委員会関係 

ア 第148回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会 

（5月12日・長野県） 

議題１ 雇用関係終了後の時間経過と「使用者が雇用する労

働者」への該当性について 

議題２ あっせん事件における解雇の金銭解決について 

 

イ 第149回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会 
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（9月13日・群馬県） 

議題１ 組合からの対面による団体交渉の申入れに対して、

会社がオンラインによる団体交渉にしか応じられない

として団体交渉に応じなかった場合、不当労働行為に

当たるか。 

議題２ 集団事件における立会団交について 

 

ウ 第87回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議 

（文書による議決・長野県） 

議題 同族会社のいわゆる「オーナー」の使用者性について 

 

エ 第88回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議 

（文書による議決・群馬県） 

議題 労働者側の粗暴な言動等と団体交渉拒否の「正当な理

由」の該当性について 

 

オ 関東ブロック労働委員会事務局長連絡会議 

（文書による議決・山梨県） 

議題１ 令和５年度関東ブロック労働委員会諸会議開催計

画について 

議題２ 関東ブロック労働委員会事務局長連絡幹事の選任に

ついて 
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